
少し前に一部新聞等で報道があった件。
例えば11月1日付東京新聞の見出しだと『原発再稼働で地元に交付金』
今回はこれをもう少し掘り起こします。

稼働状況が

2015年10月16日　官報　号外第237号
経済産業省告示第222号
原子力発電施設立地地域基盤整備支援事業交付金交付規則
第3条
経済産業大臣は、
その区域内に設置された原子力発電施設等の稼働状況が相当程度変化した道県に対し、
（中略）
影響等を勘案して特に必要と認めるときは（中略）交付金を交付するものとする。

参考資料①

2015年3月5日
原発再稼働による交付金増に関する質問主意書
（一部）
衆議院 井坂信彦氏

参考資料②

2015年3月13日　答弁書 参考資料②

「原発の稼働状況に大きな変化」とは、
原発が再稼働することを意味するのか？

「原発の稼働状況に大きな変化」があった場合には、
原子力発電所が再稼働することも含まれ得るものと
考えている。

①廃炉になる原発を抱える自治体への交付金を増やして、
廃炉を求めやすくする施策はあるか？

②原発を抱える自治体が、
原発依存からの脱却を目指す取り組みを優遇する施策
はあるか？

「廃炉になる原発を抱える自治体への交付金を増や」す措置
は講じていない。

「原発を抱える自治体が、
原発依存からの脱却を目指す取り組みを優遇する施策」
については、
その意味するところが必ずしも明らかではないため、
お答えすることは困難である

政府が原発依存度の低減を目指すのであれば、
再稼働に同意した自治体に対する交付金よりも、
原発依存からの脱却を目指す自治体の取り組みや、
再生可能エネルギーを普及させる政策にこそ
予算を振り分けるべきだと指摘する声がある。

「相当程度変化」？
記事だとこれが再稼働のことっぽいけど。。
と思ったら、政府の答弁がありました。

同じ質問主意書にこんな質問も。。
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今回は行政事業レビューシートから引用ました。その名のとおり、このシートには評価の欄もありまして、
例えば『事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。』という評価項目もありました。
ちなみに、これにはしっかり○がついてました。その評価に関する説明は
『原発を取り巻く環境変化が立地地域に与える影響を緩和するため、立地地域の経済・雇用の基盤の強靱化につながる新たな産業の創出
等、中長期的な視点に立った地域振興を国と立地自治体が一体となって取り組むことが重要。』
あれ？事業目的のまんまじゃん。。。とはいえ、この事業、11/11〜13の事業レビューの対象には入っているようです。（参考資料⑥）

少しだけ感想を

参考資料
①国立印刷局HP　インターネット官報（←直近30日分の『官報』が無料で見られます）
　http://kanpou.npb.go.jp
②衆議院HP　質問主意書　第189国会 質問番号112「原発再稼働による交付金増に関する質問主意書」
　http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_shitsumon.nsf/html/shitsumon/kaiji189_l.htm
③経産省HP　行政事業レビューシート最終公表　平成26年度の事業に係る行政レビュー　エネルギー・環境　No.0506 原子力発電施設立地地域基盤整備支援事業
　http://www.meti.go.jp/information_2/publicofer/review2015/h26_5saisyu.html
④資源エネルギー庁HP　入札公告「平成26年度原子力発電施設広聴・広報等事業（原子力発電施設立地地域経済支援）」仕様書
　http://www.enecho.meti.go.jp/appli/advertisement/140214o/
⑤資源エネルギー庁HP　入札公告「平成26年度原子力発電施設広聴・広報等事業（原子力発電立地国における原子力発電施設立地地域との関係の変容に関する調査）」仕様書
　http://www.enecho.meti.go.jp/appli/advertisement/1410/141003a/
⑥平成27年 秋の年次公開検証（秋のレビュー）特設ページ
　http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gyoukaku/H27_review/H27_Fall_Open_Review002/H27_Fall_Open_Review002.html

この年は何したの？

この交付金は『原子力発電施設立地地域基盤整備支援事業』という事業の一部です。
この事業は2014年度から始まっていて、今年は2年目。これ、どんな事業なんでしょう？

平成27年度行政事業レビューシート　事業番号0506
　原子力発電施設立地地域基盤整備支援事業

参考資料③

事業期間 平成26年度(2014年度)　〜　終了予定なし
担当部局庁 資源エネルギー庁
会計区分 エネルギー対策特別会計　電源開発促進勘定
目的 原子力発電施設を取り巻く環境変化が立地地域に与える影響を緩和するため、

立地地域の経済・雇用の基盤の強靱化につながる新たな産業の創出等、
中長期的な視点に立った地域振興を国と立地自治体が一体となって取り組む。

概要 原子力発電施設等の立地地域の実情・ニーズを踏まえて、
地域資源の活用とブランド力の強化を図る産品・サービスの開発、販路拡大、
ＰＲ活動等の地域の取組支援や交付金の交付を行い、
立地地域への集客向上、雇用の確保、新たな産業の創出等を目指す。
また、こうした立地地域の今後取り組むべき課題等に関する調査研究を実施する。

平成26年度予算

予算

8億円
平成27年度予算
23億円

平成28年度要求
59億円

15億円

51億円
原子力発電施設等
立地地域基盤整備支援事業
交付金

原子力発電施設立地地域経済支援            : 約7.4億円
原子力発電施設立地地域産業基盤整備調査: 約0.6億円

原子力発電施設立地地域経済支援
目的：立地地域の実情・ニーズを踏まえて、地域資源の活用とブランド力の強化を図る産品・サービスの開発、販路拡大、PR活動等の
　　　地域の取組支援を行い、立地地域への集客向上、雇用の確保、新たな産業の創出等につなける
内容：専門家派遣、立地地域の産品を中心とした販売促進事業を開催又は既存のイヘントへの出展、ポータルサイト開設　等

原子力発電立地国における原子力発電施設立地地域との関係の変容に関する調査
目的：既存の発電用原子炉を安全運転することの取組状況と原子炉立地周辺行政機関及ひ地元住民との関係再構築・強化に向けた取組、
　　　既存の原子炉を安全かつ安定的に稼働させる方策等を調査分析する
内容：調査分析

参考資料④

参考資料⑤

『稼働状況が相当程度変化』という条文から「再稼働」を読み取らなければいけないとは、なかなか役所の文章を読むのは大変です。。
この論理なら、逆に動いている原発を止める方も『相当程度の変化』と言えます。
ただ、よく見るとあくまでも主体は原発を動かす側です。つまり電力会社や国が動かしたり止めたりすることのみが対象のようで、
立地自治体側が「やっぱ原発いらない」と行動する事は全く想定されてません。
政府答弁でもその辺ははっきりしてます。
「原発を抱える自治体が、原発依存からの脱却を目指す取り組みを優遇する施策」について問われ、
「何言ってんだかわかんない」って答えてるわけで、ひどいもんです。

落札価格約4.3億円

落札価格約0.2億円
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